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本日の話題

１．自然再生技術研究会の紹介

２．主な研究活動の成果

研究成果１：自然環境分野における気候変動適応に寄与する技術事例集

研究成果２：自然との共生を目指して～全国の自然再生の取組み

研究成果３： 年目の自然再生事業に関する自主調査

３．今後の研究活動の方向性



１ 自然再生技術研究会の紹介

◆活動目的：

・ネイチャーポジティブを掲げた「生物多様性国家戦略

」に関し、とりわけ「基本戦略１ 生態系の

健全性の回復」への対応に向け、引き続き自然再生に関す

る技術の集積、向上を図る。

・特に を含む保護地域の管理の有効性の強化や生態系

の劣化の抑制、劣化した生態系の再生、生態系ネットワー

クの形成に資する技術に関する調査研究活動を進める。
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１ 自然再生技術研究会の紹介

◆活動メンバー(令和6年度：８社17名)
会社名 氏名

アジア航測株式会社 入江 潔 ・ 本部 星 ・ 藤田 萌永

いであ株式会社 松澤 友紀

株式会社 テクノス 吉岡 憲成

株式会社建設技術研究所 澤樹 征司 ・ 後藤 楓太 ・ 斎藤 宏二郎

株式会社地域環境計画 中西 奈津美

日本工営株式会社
三好 文 ・ 前原 裕 ・ 井上 大樹 ・
丸山 芳史

パシフィックコンサルタンツ
株式会社

小菅 敏裕 ・ 松永 香織

プレック研究所株式会社 奥迫 優 ・ 神谷 美瑞基
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成果

１ 自然再生技術研究会の紹介

◆活動実績

2003年（平成15年）1月 自然再生推進法施行

2004年（平成16年）7月 「社団法人自然環境共生技

術協会」設立時に「自然再生技術研究会」設置

2007年（平成19年）11月 『自然再生事業ガイドラ

イン『よみがえれ自然』』発行（右写真）

2009年（平成21年）12月 『広域的視点に基づく自

然再生推進のあり方に関する調査検討』（環境省

受託）を関西地区報告会で講演

2011年（平成23年）8月 『自然再生事業の評価手法

に関する研究-釧路湿原を例として-』講演

（NECTA研究発表会）
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１ 自然再生技術研究会の紹介
◆活動実績

年（平成 年） 月 『カンボジア・タイ調査団派遣』

年（平成 年） 月 『アジア国立公園会議（仙台）でサイドイ

ベント開催』（地球環境基金助成金）

年（平成 年） 月 『自然再生事業手引書（自然再生基本方針

改正案に対する対応策）』公表

年（平成 年） 月 『生物多様性 （韓国）』自主参加・

『地球環境基金の平成 年活動から』を講演（ 研究発表会）

年（平成 年） 月 『自然環境分野における気候変動適応に寄

与する技術・事例集』 公表（成果紹介１）

年（令和 年） 月『自然との共生を目指して～全国の自然再生の取

組み～（新・改定）』（環境省受託：成果紹介２）

年（令和 年）『 年目の自然再生事業に関する自主調査』 （成果

紹介３）4



２ 主な研究成果の紹介

研究成果１ 自然環境分野における気候変動適応に寄与する
技術事例集（平成 年 月）

・自然環境分野に関する気候変動適

応に寄与する技術・事例について、

陸域生態系、淡水生態系など「対

象（場）」、「関連する気候変動

適応施策」、「技術的視点」、

「技術・事例」及び「紹介先」を

整理

・会員企業の 事例を掲載

※NECTAの 『 ライブラリー』に掲載中。ぜひご覧ください。

5



２ 主な研究成果の紹介

対
象

掲載した技術（ ）

陸
域
生
態
系

リモートセンシング技術による全国植生概況の把握

高山生態系のモニタリング調査

既存環境情報を活用した日本全体の竹林分布推定

地球温暖化に伴う生育生息地変化予測（陸域・淡水）

広域連携による草原を活かした地域再生の取組

淡
水
生
態
系

本州山岳地における湿地の分布変化の把握・予測

環境 による温暖化指標種や希少種の分布変化のモニタリング

高層湿原の乾燥化を防ぎ の排出を抑制する

湿地の乾燥抑制用遮水堰と斜面防災用等の簡易土留めの『パイプ
ウォール工法』

研究成果１ 自然環境分野における気候変動適応に寄与する技術事例集
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２ 主な研究成果

対
象

掲載した技術（ ）

沿
岸
生
態
系

浅海域の地形モニタリング 航空レーザー測深器で推進を探る

気候変動に脆弱なわが国の砂浜・泥浜海岸の実態を把握する

画像解析による藻場分布図の作成

サンゴの被度分布を面的かつ経時的に把握

連結式着床具によるサンゴ種苗移植

防護・利用・環境及び持続可能性に配慮した海岸保全対策

そ
の
他

環境負荷最小限にする自然公園等施設の簡易基礎『ピンファウン
ディング工法』

軽量化・長寿命化素材の （ガラス繊維強化プラスチック）で
の環境負荷の低減

研究成果１ 自然環境分野における気候変動適応に寄与する技術事例集
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２ 主な研究成果の紹介

研究成果２ 『自然との共生を目指して～全国の自然再生の
取組み～（新・改定）』（令和４年 月）

・環境省（ 事例）、地方公共団体（ 事

例）、自然再生協議会（ 事例）が実施

する自然再生事業の取り組みの状況につ

いて、それぞれ聞き取り調査や現地調査

を通じて詳細に整理

・本資料は平成 年 月初版以降、３回目

の更新版

※環境省 『自然再生』に掲載
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２ 主な研究成果

研究成果２『自然との共生を目指して～全国の自然再生の取組み～（新・改定）』
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２ 主な研究成果の紹介

研究成果３ 『 年目の自然再生事業に関する自主調査』
（令和６年度）

【目的】

・自然再生事業の成果に関する各自然再生協議会の実感や課題認識の把握

を通して、環境分野に関わる技術者として今後の取り組の方向性を検討

するための現状認識を行う

【方法】

・環境省自然環境局自然環境計画課の協力により、令和６年度に開催され

た自然再生協議会全国会議の事後調査アンケートに自然再生技術研究会

の質問事項を追加し、回答結果を受領

【結果】

・自然再生協議会 団体より回答
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２ 主な研究成果の紹介

質問事項

効果

①自然再生全体構想等の各協議会が掲げた目標について現在の達成状況

②自然再生活動の中で、目標の達成状況を実感できる点

③自然再生活動における達成状況が実感できる要因（活動の推進要因）

④自然再生活動を通じて再生された地域の規模（エリア）

⑤自然再生活動を通じて再生された環境の質について実感されていること

人材
⑥自然再生活動に参加される人について実感されていること

⑦現状で自然再生活動に参加される人の主要な属性

活用 ⑧自然再生活動を通じて再生された環境を地域資源として活用した経験

情報
発信

⑨自然再生活動の情報発信でよく使われているツール

⑩自然再生活動の情報発信で発信効果を実感されている方法

資金 ⑪自然再生活動の資金の調達手段について主要なもの

研究成果 『 年目の自然再生事業に関する自主調査』
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２ 主な研究成果の紹介

研究成果 『 年目の自然再生事業に関する自主調査』

質問①自然再生全体構想等の各協議会が掲げた目標について
現在の達成状況

3件

12件

2件
2件

予定通りに達成している

少し達成したが思い通りに進まない部分もある

予程通り進まずほとんど達成できていない

その他

【予定通り達成している】

・ハード整備が完了し、モニタリンや保全活

動などソフト事業に移行

・保全活動や普及啓発活動の機会が年々増加

し、活動実績が着実に積み上がる

【少し達成したが思い通りに進まない】

・目標達成に向けた進展はあるが、新たな課

題への対応に追われている

・モニタリング体制や科学的分析の不足によ

り、活動の効果検証が困難12



２ 主な研究成果の紹介

研究成果 『 年目の自然再生事業に関する自主調査』

質問②自然再生活動の中で、目標の達成状況を実感できる点

件

件

件

件

件

その他

地域の活性化

再生された地域の規模

活動に参加する人

再生された環境の質

【再生された環境の質】

・外来種の抑制や在来種の回復、目標種の確認数の増加など生物多様性の

回復を定量的に実感等

【活動に参加する人】

・登山者やトレイルランナー等従来とは異なる層の参加や地域の子どもを

対象とした教育活動の継続化
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２ 主な研究成果の紹介

研究成果 『 年目の自然再生事業に関する自主調査』

質問⑪自然再生活動の資金の調達手段について主要なもの

件

件

件

件

件

件

公的資金（国や自治体の助成金や補助金）

民間企業から寄付、スポンサー

個人からの寄付、募金

有料型イベントの主催・有償による講師派遣

クラウドファンディング

その他

【公的資金（国や自治体の助成金や補助金）】

・「国の補助金」や「ふるさと納税」を活用。県と市で予算を拠出

【民間企業からの寄付・スポンサー】

・企業との連携や 活動の一環として支援を受けている例が多い

【その他】

・公益財団法人からの助成制度の活用、企業からの委託研究費等
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４． 今後の研究について

・「地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法

律（生物多様性増進法：令和 年 月 日施行）」は、地域や民間主体

による生物多様性の維持・回復・創出を促進するものであり、過去に

損なわれた自然の再生を目的とする自然再生推進法と補完しながら取

り組むことが、今後の自然共生社会の実現に向けて極めて重要

・自然再生技術研究会では次の視点も踏まえた研究活動を進める方針

地域主体の取組支援の強化

「自然共生サイト」等の認定制度の活用促進

目標に向けた戦略的活用

科学的知見と地域知の融合
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ご清聴ありがとうございました。




